






が存在した。自由党時代にも地方団が存在し、先行研究によって、その形成過程や性格が明らかにされた。しかし、憲政党の地方団 ついて詳細 論じた研究 管見の限り確認できない。
また星と対立した土佐派（ 海 近畿 中国 四国など）の大江卓が、憲政党の党






かった。憲政党の党則も自由党時代と同様に、 地方団について明記され こと なく、公的組織として位置づけ れなかった。
明治三十二年十一月、憲政党の協議会、評議委員会が行われ 総務委員選挙につい









る。さらに、 を し、総務委員による 団指導体制からの脱却を訴える。
大江は憲政党党大会を前日に控えた同年十一月一三日に、同じ土佐派の竹内綱と共
に党内改革を訴える「意見書」 （憲政資料室所蔵「大江卓関係文書」 ）を作成し、総務委員 提出する。
その中で、 「小人統制ヲ假リ以テ（中略）貨利ヲ営ムニ」などと批判する。これは
東京市街鉄道問題、横浜海面埋立事件などの利権に絡む党内問題を引き起こし 星関東派を事実上、批判している。さらに総理を設置 、総務委員を四名から十名に増員し、総務委員による指導体制 変更するように要求する。




















かった。とくに竹内綱 共同 総務委員に提出した「意見書」では星を中心 する指導体制を批判し、党則の改正を画策したが、 「意見書」が党大会で取り上げられることはなかった。
板垣退助は総務委員辞退など一線から退こうとするなど、自由民権運動以来自由党
系の首領的立場として役割を終えようとしていた。また土佐派の拠りどころである板垣が一線から退こう たことは、土佐派にとっては憲政党内での主導権争いに後退したことを意味し、対立関係にあった関東派の星亨にとっては 基盤を盤石にする好機を得たことになり 党内構造の変化が見られた。
今後の研究課題として憲政党内の役員人事や政務調査局などの党内組織の構図を精
査し、各地方団がどのようにそれらに影響をも らしたかを明らかにすることを付け加えておく。
（大学院文学研究科博士後期課程史学専攻）
